
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

(2)職員給与費の状況（普通会計決算）

　　

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

      ２　職員数は、平成２３年４月１日現在の人数です。

(3)特記事項

甲賀市では極めて厳しい財政状況にあることから、平成２３年度は以下のとおり独自の削減措置等に取り組みました。

①　市長、副市長及び教育長の給与の削減

市長　　給料の10％減額 千円

副市長　給料の8％減額 千円

教育長　給料の8％減額 千円

計 千円

②　議員報酬の削減

千円

報酬額削減に伴う期末手当の減額 千円

計 千円

③　職員給与の削減

部長・次長　　15％減額

課長　　　　　13％減額

課長補佐　　　10％減額

計 千円

(注）　削減額は公営企業職員を含む甲賀市職員全ての合算額です。

④　諸手当の見直し

勤勉手当の支給を受ける職員に、支給対象期間に勤務した期間がある育児休業者を追加しました。(平成23年4月から）

期末・勤勉手当に係る在職期間から除算する期間に修学部分休業者を追加しました。（平成23年4月から）

病院の医師の宿日直手当を「20,000円」から「40,000円」に改正しました。（診療所の医師については改正なし）

（平成23年4月から）

甲賀市の給与・定員管理等について

区　　分 住民基本台帳人口 歳 出 額 実 質 収 支 人 件 費 人 件 費 率 （参考）

　　　　　（23年度末） 　　　　　　Ａ 　　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ 22年度の人件費率

23年度
人　 　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　　％ 　　　　　　　　　　　％

91,545 35,082,231 619,957 6,337,610 18.1 18.0

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり （参考）類似団体平均

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

23年度
人 千円 千円 　　　　　千円 千円

496,561 969,987 4,215,386753 5,598

給与費 B/A 一人当たり給与費

千円 千円

5,886

　　計　　Ｂ

672

職員の区分 内　　　容 削減額 期　　　間

1,080

2,472

区　　　分 内　　　容 削減額 期　　　間

2,748,838

給料の削減 720 平成23年4月1日～平成24年3月31日

期　　　間

報酬額の削減

議長の報酬月額から10,000円の減額

1,704 平成23年4月1日～平成24年3月31日副議長の報酬月額から7,000円の減額

議員の報酬月額から5,000円の減額

期末手当の削減 503 平成23年4月1日～平成24年3月31日

2,207

区    分 内　　　容 削減額

管理職手当の削減 17,154 平成23年4月1日～平成24年3月31日千円

17,154
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（4） ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

　　　３　「参考値」は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定特例法による措置が無いとした場合の値です。

２　一般行政職給料表の状況（平成２４年４月１日）

（単位：円）

（注）　給料月額は、給与抑制措置を行う前のものです。

３級 ４級 ５級

289,200 320,600 366,200

１級 ２級

354,700 388,300 400,600

６級 ７級

1号給の
給料月額

135,600 185,800 222,900 261,900

422,600 456,200
最高号給の
給料月額

243,700 307,800

（H19）

96.7 （H19）

95.5

（H19）

97.9

（H24）

105.7
（H24）

105.2

（H24）

106.9

（H24）

※参考値

97.7

（H24）

※参考値

97.3

（H24）

※参考値

98.8

90

95

100

105

110

甲賀市 類似団体平均 全国市平均
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３　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成24年4月1日現在）

　　 ①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成24年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 

　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお

　　　　いて明らかにされているものです。　

　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には通勤手当、時間　　　

　　　　外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同

　　　　じベースで再計算したものです。

      ３　国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額（国ベース）」の括弧書きは、　　　　

      　給与改定特例法による措置がないとした場合の値（減額前）です。　　　　

      ４　以降の職種についても同様です。　　　　 

　　 ②技能労務職

参　考

(A) (B)

歳 人 円 円 円 ―

歳 人 円 円 円 歳 円 143.0

歳 人 円 円 円 歳 円 114.8

歳 人 円 円 円 歳 円 97.3

歳 人 円 円 円 ―

歳 人 円 円 ―

歳 人 円 円 円 ―

円

円 円

円 円

円 円

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。(平成21～23年の３ヶ年平均）

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

（国ベース）

甲賀市 42.3 325,978 390,990 339,012

滋賀県 43.2 334,742 433,656 380,054

国 42.8
304,944

（329,917）
－

372,906
（401,789）

類似団体 43.6 329,488 386,019 357,999

区　　分

公　　務　　員 民　　間

平均年齢 職員数 平均給料月額

平均給与月額 平均給与月額
対応する民間
の類似職種

平 均 年 齢

平均給与月額

Ａ／Ｂ

（国ベース）

甲賀市 52.4 46 287,472 298,967 292,798 ― ― ―

う ち 用 務 員 54.4 16 282,106 295,456 289,606 用務員 53.5 206,600

う ち 学 校 給食

員
53.6 17 303,047 313,906 308,106

う ち 清 掃 職員 47.3 2 255,000 280,500 264,750

363,151 ― ―

調理師 39.9 273,500

廃棄物処理業従業

類似団体 50.2 38

44.7 288,200

滋賀県 52.6 225 331,028 380,178

国 49.7 3,479
270,465

(285,030)
―

307,506
(323,181)

296,866 321,068 308,632

―

― ― ―

― ― ―

甲賀市 4,702,850 ―

区　　分

参　　　考

年収ベース(試算値)の比較

公務員(Ｃ)

―

民間(Ｄ) Ｃ／Ｄ

う ち 用 務 員 4,672,672 2,861,400 163.3

う ち 学 校 給食

員
4,952,663 3,682,200 134.5

う ち 清 掃 職員 4,368,777 3,989,200 109.5

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているも
　のではありません。

※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員
　においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。
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　　 ③（幼稚園）教育職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　 ④福祉職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

(2) 職員の初任給の状況（平成24年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（注）　国家公務員欄における括弧書きは、給与改定特例法による措置がないとした場合の値（減額前）です。

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（24年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

172,200
（　163,987　）

140,100
（　133,418　）

一般行政職 大　学　卒 172,200

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

（国ベース）

甲賀市 34.0 257,067 283,049 262,107

滋賀県 43.1 365,991 419,626 ―

類似団体 41.3 304,338 330,684 ―

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

（国ベース）

甲賀市 35.8 266,437 292,694 278,142

滋賀県 ― ― ― ―

国 41.0
305,230

(326,961)
―

347,846
(371,712）

類似団体 40.9 295,155 321,662 306,762

区　　　　　分 甲　賀　市 滋　賀　県 国

177,012

高　校　卒 140,100 143,055

技能労務職 高　校　卒 133,100 135,828 ―

中　学　卒 121,600 124,146 ―

（幼稚園）教育職 大　学　卒 161,600 ― ―

福　祉　職 短　大　卒 149,800 ― ―

区　　　　分 経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年

一般行政職 大　学　卒 261,663 300,778 352,414

高　校　卒 205,400 273,400 302,500

技能労務職 高　校　卒 184,200 236,100 285,379

中　学　卒 ― ― ―

(幼稚園）教育職 大　学　卒 240,600 ― ―

福　祉　職 短　大　卒 226,200 286,500 324,860
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４　一般行政職の級別職員数等の状況
(1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成24年４月１日現在）

（注）１　甲賀市職員の給与に関する条例に基づく行政職給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

（2) 昇給への勤務成績の反映状況

　 　人事評価システムが試行段階であるため、勤務成績への反映は実施していません。導入までの間は、従来の普通昇給の

昇給基準に基づき昇給を実施しています。

区　　分 標準的な職務内容 職員数 構成比

１　　級 主事級の職務
　　　　　　　人 　　　　　　　％

22 4.2

２　　級 経験を必要とする主事級の職務
　　　　　　　人 　　　　　　　％

67 12.8

３　　級 主査級の職務
　　　　　　　人 　　　　　　　％

180 34.3

４　　級 係長級の職務
　　　　　　　人 　　　　　　　％

101 19.2

５　　級 課長補佐級の職務
人 　　　　　　　％

74 14.1

６　　級 課長級の職務
　　　　　　　人 　　　　　　　％

43 8.2

７　　級
(1)　次長級の職務
(2)　部長級の職務

人 　　　　　　　％

38 7.2

１級, 4.2% １級, 3.9% １級, 2.0%

２級, 12.8% ２級, 13.0% ２級, 20.1%

３級, 34.3% ３級, 33.8%
３級, 30.8%

４級, 19.2% ４級, 18.6%
４級, 19.4%

５級, 14.1% ５級, 14.4% ５級, 12.5%

６級, 8.2% ６級, 9.5% ６級, 9.3%

７級, 7.2% ７級, 6.8% ７級, 5.9%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%
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100%

平成24年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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５　職員の手当の状況

(１) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（２３年度支給割合） （２３年度支給割合） （２３年度支給割合）

期末手当　　　勤勉手当 期末手当　　　 勤勉手当 期末手当 　  勤勉手当

一般職員 月分 月分 一般職員 月分 月分 一般職員 月分 月分

特定幹部職員 月分 月分

再任用職員 月分 月分 再任用職員 月分 月分 再任用職員 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算　5～15% 職務段階別加算 5～20% 役職加算　5～20%

管理職加算 15%、20% 管理職加算　10～25%

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映方法（一般行政職）

　勤勉手当では、一定の事由により上の表の月数とは異なる月数が適用される場合があります。

一般職員 ６月期

１２月期

特定幹理職員 ６月期

１２月期

（注）国家公務員の場合と異なる基準により実施しています。

(２) 退職手当（平成24年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置　　なし

職員の区分に応じて調整額を加算

退職時特別昇給　　　　　　 なし

１人当たり平均支給額　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成23年度に退職した職員に支給された平均額です。

(３) 地域手当

（平成24年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

甲　　　　　賀　　　　　市 滋　　　　　　賀　　　　　県 国

１人当たり平均支給額（平成23年度） １人当たり平均支給額（23年度） ―

1,410 1,713

2.60 1.35 2.60 1.35 2.60 1.35

0.65

2.20 1.75

1.45 0.65 1.45 0.65 1.45

職制上の段階、職務の級等による加算措置

0.545 0.590

通常 停職処分 減給処分 戒告処分

0.590

訓告

0.325 0.415 0.500 0.545

文書注意

→ 0.285 0.465 0.650 0.720

0.675 → 0.325 0.415 0.500

0.790

0.675 →

0.875 → 0.285 0.465 0.650 0.720

0.875

59.28 47.50 59.28

0.790

甲　　　　　　　　　　賀　　　　　　　　　　　市 国

23.50 30.55 23.50 30.55

59.28 59.28 59.28 59.28

定年前早期退職特例措置　　２～２０％加算

33.50 41.34 33.50 41.34

47.50

14,161 18,259

支給実績（23年度決算） 0

支給職員１人当たり平均支給年額（23年度決算） 0

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

0 0
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 (4) 特殊勤務手当（平成24年４月１日現在）

千円

　円

　％

支給実績（平成23年度決算） 31,396

支給職員１人当たり平均支給年額（平成23年度決算） 203,872

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成23年度） 17.1

手当の種類（手当数） 16

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

行旅病死亡人取扱手当 各支所及び福祉担当職員
行旅病人及び同死亡人の処置
作業

１回　　１，０００円

防疫作業従事手当 農林、環境及び保健関係担当職員

感染症が発生し、又は発生す
るおそれがある場合において
感染症患者若しくは感染症の
疑いのある患者の救護若しくは
感染症の付着した物件の処理
作業に従事したとき、又は感染
症菌を有する家畜若しくは感染
症菌を有する疑いのある家畜
に対する防疫作業及び患者に
接する業務

１回　　５００円

特殊な現場作業に従事する
職員の勤務手当

各支所、農林、道路管理、環境及び下水
道等担当職員

塵埃処理作業、塩素ガス取扱
作業、下水道処理施設での作
業、高所作業、犬猫等死体処
理等の特殊な現場作業

１日　５００円

往診訪問診察手当 病院等に勤務する医師 往診・訪問診察を行ったとき １回　２，０００円

研究手当 病院等に勤務する医師 医術研究 月額　１００，０００円限度

夜間看護等手当
病院等に勤務する看護職員及び介護職
員

正規の勤務時間による勤務の
一部又は全部が深夜において
行われる看護、介護等の業務

時間により　７，０００円以下

放射線取扱手当 病院等に勤務する職員で放射線技術者 レントゲンなどの操作業務 月額　６，０００円限度

危険作業手当
病院等で勤務する看護職員、検査技師及
び介護職員

細菌、血液疾患などによる感染
危険を伴う業務

月額　１０，０００円限度

医療従事業務手当 病院等に勤務する医師
救急患者受け入れ、入院患者
の症状急変などのために出勤
し勤務に従事したとき

月額　２００，０００円限度

出張診療等従事手当 病院等に勤務する医師
へき地診療や巡回診療等出張
診療に従事したとき

月額　１００，０００円限度

手術手当 病院等に勤務する医師 手術を行ったとき １件　１５，０００円

麻酔手当 病院等に勤務する医師 麻酔施用したとき １件　３，０００円

死後処理手当 病院等に勤務する看護職員等 患者の死亡後の処置 １件　１，０００円

待機手当 病院で勤務する職員 自宅待機を命じられた場合
医師　１回　４，０００円以下
医師以外　１回　２，３００円以
下

年末年始勤務手当
病院等に勤務する職員等
（事務処理等は除く）

年末年始に勤務した場合 １回　５，０００円限度

呼び出し手当 病院等に勤務する職員等

救急患者の受け入れ手術、入
院患者の病状急変のため呼び
出しを受け業務に従事した場
合

医師　１回　３，０００円
医師以外　１回　１，１００円
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 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

(6) その他の手当（平成24年４月１日現在）

円

円

円

円

円

採用による欠員の補充が困難であると認
められる職員に支給する。
[支給額]

医療職給料表(1)の適用を受ける医師
　月額410900円を上限に、採用の日から
の経過期間に応じて逓減した額を支給

正規の勤務時間として午後10時から翌日
の午前5時までの間に勤務することを命ぜ
られた職員に支給する。
［支給額］
勤務1時間につき、勤務1時間当たりの給
与額の100分の25を乗じて得た額

管理職員に臨時又は緊急により週休日、
休日に勤務を命じられた場合に支給す
る。
［支給額］
　部・次長　10,000円
　課長・参事　　8,000円
　課長補佐　6,000円
　７時間45分を超えた場合は上記の額に
100分の25を乗じて得た額

内容及び支給単価

祝日、年末年始に勤務することを命ぜら
れた職員に支給する。
［支給額］
勤務1時間につき、勤務1時間当たりの給
与額の100分の135を乗じて得た額

宿日直勤務を命じられ勤務した職員に支
給する。
[支給額]
（１）本庁及び各支所において、本来の
勤務に従事しないで行う外部との連絡、
文書の収受及び庁内の監視等を目的とす
る宿日直
　１回　4,600円

（5時間未満は2,300円）
（２）病院等における医師
　　　1回　40,000円

（３）診療所における医師
　　　1回　20,000円

（４）病院等における看護師、医療技術
者等
　　 1回 　6,200円

月額 12,000円を超える家賃を支払ってい
る職員または自宅に居住している世帯主
である職員に対して支給する。
[支給額]

（貸家・貸間居住者）
家賃額に応じて支給
　　最高限度月額　　27,000円

通勤のため交通機関等を利用してその運
賃を負担し、または自動車等を使用する
職員もしくはこれら両方に該当する職員
に支給する。
[支給額]

（交通機関等利用者）
運賃相当額を支給（原則６ヵ月の定期券
を基礎とする額により支給）
　　最高限度額　　　55,000円

（交通用具使用者）
自動車等の通勤者に距離に応じて支給
         2,000円～24,500円

管理または監督の地位にある職員にその
職の特殊性に基づき支給する。
[支給額]
給料表、職階別の定額
　　49,100円～117,100円

休日勤務手当 同じ － 2,034 千円 9,042

扶養親族のある職員に支給する。
[支給額]
配偶者　　      13,000円
配偶者以外      6,500円
配偶者のない職員の扶養親族
　　１人目　　　11，000円
満16歳の年度当初から満22歳の年度
終了までにある子がある場合
　　１人につき5,000円加算

81,799夜間勤務手当 同じ － 5,890 千円

18,714

支 給 実 績 （ 平 成 23 年 度 決 算 ） 238,104

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 23 年 度 決 算 ） 350
支 給 実 績 （ 平 成 22 年 度 決 算 ） 194,422
職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 22 年 度 決 算 ） 273

国の制度 国の制度と 支給実績

（平成23年度決算）

支給職員１人当たり

手　当　名 との異同 異なる内容 （平成23年度決算） 平均支給年額

88,894 千円 224,481

住居手当 同じ － 22,537 千円 268,294

扶養手当 同じ －

円

通勤手当 同じ － 57,811 千円 72,627 円

支給単価 25,693 千円 62,211

管理職手当 異なる 支給単価 128,159 千円 604,524

円

初任給調整手当 同じ － 28,337 千円 4,722,800 円

宿日直手当 異なる

管理職員
特別勤務手当

異なる 従事時間 262 千円
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６　特別職の報酬等の状況（平成24年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

　　（算定方式） （１期の手当額） 　（支給時期）

給料月額×43／100×勤続月数 千円 任期毎(4年)に支給する。

給料月額×26／100×勤続月数 千円 任期毎(4年)に支給する。

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。                         

     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     

           勤めた場合における退職手当の見込額です。                                 

区 分 給 料 月 額 等

給
料

（参考）類似団体における最高／最低額

市 長 810,000　 (900,000) 1,030,000 401,500

副 市 長 690,000　 (750,000) 849,000 399,600

報
酬

議 長 440,000　(450,000) 543,000 305,000

副 議 長 383,000　(390,000) 503,000 250,000

議 員 345,000　(350,000) 457,000 240,000

期
末
手
当

　　（平成23年度支給割合）

市 長
2.95

副 市 長

議 長 　　（平成23年度支給割合）

副 議 長 2.95

議 員

退
職
手
当

市 長 18,576

副 市 長 9,360
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７　職員数の状況

　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

　　　　　　　　　　　　区　　分

　部　　門

職 員 数 対前年
増減数

主 な 増 減 理 由
平成23年 平成24年

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議会 6 6 0

税務 40 40 0

総務企画 147 149 2 事業、業務の増加

民生 239 233 △ 6 業務分担の見直し

衛生 44 43 △ 1 業務分担の見直し

労働 5 4 △ 1 業務分担の見直し

農林水産 30 30 0

商工 12 10 △ 2 業務分担の見直し

土木 49 50 1 事業、業務の増加

計 572 565 △ 7

＜参考＞
　人口１万人当たり職員数　61.72人
（類似団体の人口１万人当たりの職員数
60.37人）

教育部門 182 178 △ 4 業務分担の見直し

消防部門

小　計

754 743 △ 11

＜参考＞
　人口１万人当たり職員数　81.16人
（類似団体の人口１万人当たりの職員数
79.34人）

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　　 門

病院 70 78 8 病院(介護保険）事業、業務の増加

水道 25 24 △ 1 業務分担の見直し

下水道 24 24 0

その他 45 46 1 事業、業務の増加

小　計 164 172 8

合　　計
918 915 △ 3

＜参考＞
　　人口１万人当たり職員数　99.95人

[  　 1,010      ］ [  　　 1,010    ］ [ 　　　0　 ］ 職員定数条例の改正　Ｈ２１．４．１
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(2) 年齢別職員構成の状況（平成24年４月１日現在）

　

(3) 職員数の推移（各年４月１日現在）

（単位：人・％）

(注）　１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

区　分

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

計

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上

職員数
人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

0 35 63 77 107 157 108 85 97 95 90 0 914

５年前 0 31 49 122 166 88 99 107 129 128 87 5 1,011

年　度
19年 20年 21年 22年 23年 24年

過去５年間
の増減数（率）部門別

一般会計 630 617 589 583 572 565 △65（△10.3％）

教育 206 197 193 186 186 178 △28（△13.6％）

消防 　（　　　　％）

普通会計計 836 814 782 769 769 743 △93（△11.1％）

公営企業等会計計 176 170 165 156 156 172 △4（△2.3％）

総合計 1,012 984 947 925 925 915 △97（△9.6％）
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～
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4
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～
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1
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～
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0
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以
上

構成比

５年前の構成比

%
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８　公営企業職員の状況

　(1)　水道事業

  　① 職員給与費の状況

  　ア　決算

（参考）

　

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。
      ２　職員数は、平成24年3月31日現在の人数です。

イ　人件費の削減状況　　
　　　職員給与の削減を１（３）③に同じく実施しています。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２４年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　基本給は、給料と扶養手当の合計額です。  

　　　２　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

 ③ 職員の手当の状況

 ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（平成２３年度支給割合） （平成２３年度支給割合）

　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

 月分  月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置 －
　役職加算　5～15%
（注）（　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（平成２４年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

職員の区分に応じて調整額を加算

１人当たり平均支給額　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　（団体平均） 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、平均２３年度に退職した職員に支給された平均額です。
　甲賀市の１人当たり平均支給額は対象となる職員が１人のため、個人情報保護の観点から公表をいたしません。

23年度

23年度

区　分
総費用

純損益又は
実質収支

職員給与費
総費用に占める
職員給与費比率 平成22年度の総費用に

占める職員給与費比率Ａ Ｂ Ｂ／Ａ

千円 千円 千円 ％ ％

期末・勤勉手当 　　計　Ｂ

2,421,042 212,341 149,165 6.2 5.8

千円 千円

区　分
職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり給与費 （参考）全国市町村平均

Ａ 給　 料 職員手当

34,097 149,165

Ｂ／Ａ 一人当たり給与費

6,350

人 千円 千円 千円 千円

5,967

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

25 95,654 19,414

甲 賀 市 41.2 328,996 512,273

全国市町村平均 45.4 358,043 528,316

甲 賀 市 全国市町村平均

１人当たり平均支給額（平成23年度） １人当たり平均支給額（平成23年度）

1,364 1,492

2.60 1.35 － －

（1.45） （0.65）

甲　　　　　　　　　　　賀　　　　　　　　　　　市 全国市町村平均

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年

23.50 30.55 － －

33.50 41.34 － －

47.50 59.28 － －

59.28 59.28 － －

定年前早期退職特例措置　なし

－ ＊ 15,252
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ウ　地域手当（平成２４年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成２４年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

カ　その他の手当（平成２４年４月１日現在）  

円

円

円

支給実績（23年度決算） 0

支給職員１人当たり平均支給年額（23年度決算） 0

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

0 0

支給実績（平成23年度決算） 561

支給職員１人当たり平均支給年額（平成23年度決算） 24,391

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成23年度） 92.0

手当の種類（手当数） 1

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

水道待機手当 上水道課 土日待機 日額2,300円

支 給 実 績 （ 平 成 23 年 度 決 算 ） 10,043

職員１人当たり平均支給年額（平成 23年度決算） 502

支 給 実 績 （ 平 成 22 年 度 決 算 ） 9,994

職員１人当たり平均支給年額（平成 22年度決算） 500

一般行政職
の制度との
異同

一般行政職の
制度と異なる
内容

支給実績 支給職員１人当たり

手　当　名 内容及び支給単価 （平成23年度決算） 平均支給年額

（平成23年度決算）

扶養手当

扶養親族のある職員に支給する。

[支給額]

配偶者　　      13,000円

配偶者以外      6,500円

配偶者のない職員の扶養親族

　　１人目　　　11，000円

満16歳の年度当初から満22歳の年度

終了までにある子がある場合

　　１人につき5,000円加算

同じ － 3,385 千円 225,667

住居手当

月額 12,000円を超える家賃を支払っ

ている職員または自宅に居住してい

る世帯主である職員に対して支給す

る。

[支給額] 同じ － 837 千円 418,500 円

（貸家・貸間居住者）

家賃額に応じて支給

　　最高限度月額　　27,000円

通勤手当

通勤のため交通機関等を利用してそ

の運賃を負担し、または自動車等を

使用する職員もしくはこれら両方に

該当する職員に支給する。

[支給額]

同じ － 1,424 千円 64,727 円
（交通機関等利用者）

運賃相当額を支給（原則６ヵ月の定

期券を基礎とする額により支給）

　　最高限度額　　　55,000円

（交通用具使用者）

自動車等の通勤者に距離に応じて支

給

         2,000円～24,500円

管理職手当

管理または監督の地位にある職員に

その職の特殊性に基づき支給する。

[支給額]

給料表、職階別の定額

　　49,100円～80,300円

同じ － 3,164 千円 632,800

0夜間勤務手当

正規の勤務時間として午後10時から

翌日の午前5時までの間に勤務するこ

とを命ぜられた職員に支給する。

［支給額］

勤務1時間につき、勤務1時間当たり

の給与額の100分の25を乗じて得た額

同じ － 0 千円
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